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❷

Ⅰ 社会保障制度と共済制度

「社会保障制度」とは

　病気やケガの治療にお金がかかったり、老齢や障害、失業などで働けなくなることで収入が得られな
くなるなど、自分の努力だけでは解決できず、自立した生活を維持することが困難になる場合もあります。
　このように個人の責任や努力だけでは対応できないリスクに対して、相互に連携して支え合い、それ
でもなお困窮する場合には必要な生活保障を行うのが、社会保障制度の役割です。

互助会

　法律に基づき経済的保障の途を講じる社会保障制度に対し、限られた組織の会員同士が助け合うこと
を目的として設けられている団体として互助会があります。

日本の社会保障制度の概念

・憲法第２５条第２項
　⇒国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めなけれ
　ばならない。
・社会保障制度に関する勧告（昭和２５年　社会保障制度審議会）
　⇒社会保障制度とは、疾病、負傷、分娩、死亡、老齢等の困窮の原因に対し、保険的方法又は直接公
　の負担において経済的保障の途を講じ、生活困窮に陥った者に対しては国家扶助によって最低限の生
　活を保障するとともに、公衆衛生及び社会福祉の向上を図り、もってすべての国民が文化的社会の成
　員たるに値する生活を営むことができるようにすることをいう。

・社会保険・・・医療保険、年金保険、介護保険、雇用保険、災害補償保険
・社会福祉・・・障害者、老人、児童、母子等に対する福祉　など　
・公的扶助・・・生活保障　　
・公衆衛生・・・食品衛生、感染症　など

「社会保険」とは

　社会保険は「社会保障制度の一部門」であり、その目的は病気やケガ、分娩、障害、死亡、老齢等の
困窮の原因に対して、保険的方法によって経済的保障の途を講じようとするものです。
　健康保険や厚生年金保険のように、国や地方公共団体等が運営している保険を「公的保険」（社会保
険ともいう。）、損害保険などのように民間企業が運営している保険を「私的保険」といいます。
　社会保険は、一定の条件に該当すれば本人の意思にかかわらず加入しなければならないという強制加
入が原則となります。加入者は、保険料を拠出し給付事由が発生したときに保険給付が行われ、加入者
が多くなれば一人ひとりの負担は少なく、その分手厚い救済を行うことができます。



市町村の職員が加入

特別区の職員を含む都の職員が加入

政令指定都市のうち、特定の市の職員
が加入

特定の市（北海道都市・仙台市・愛知県
都市）の職員が加入

都道府県の教育職員、市町村の公立学校職員
が加入

都道府県の警察職員、警察庁の職員、地方警務
官が加入

市町村職員共済組合（47組合）

都市職員共済組合（3組合）

指定都市職員共済組合（10組合）

道府県の職員が加入
地方職員共済組合（1組合）

全国市町村職員共済組合連合会
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公立学校共済組合（1組合）

警察共済組合（1組合）

東京都職員共済組合（1組合）

２ 共済組合の種類と事業の概要

〇地方公務員の共済組合は、現在以下のよう
　に設けられています。

〇共済組合の事業概要

　   短期（医療）
　    給付事業

　   長期（年金）
　    給付事業

　    福 祉 事 業

…組合員とその被扶養者の病気、ケガ、
出産、死亡、休業又は災害に対して必要
な給付を行います。

…被保険者（組合員）の老齢、退職、障
害又は死亡に対して、年金又は一時金の

給付を行います。

※　共済組合の長期給付事業は、短期組
　合員は適用外です。

…組合員及び被扶養者の疾病予防や健康
増進等のための保健事業、保養施設の運
営、貯金、貸付及び物資事業を行います。

※　その他、公的年金を補完する目的で
　行っている福祉年金事業（「遺族附加
　年金事業」「積立年金事業」）があります。
※　福祉年金事業は、短期組合員は適用
　外です。

❸

１ 地方公務員共済制度

　　地方公務員共済制度は、地方公務員法第４３条を根拠とする制度です。
　　「山形県市町村職員共済組合」は地方公務員等共済組合法に基づいて組織され、社会保障制度の一
　環として相互救済の精神に基づき地方公務員とその家族の「生活の安定」と「福祉の向上」に寄与す
　るとともに、公務の能率的運営に資することを目的として設置されています。

議決機関【組合会】 執行機関【理事長・理事】 監査機関【監事】

　定款の変更、事業計画・予算及び決
算等重要事項を審議し、議決します。

　理事長は共済組合を代表し、その業
務を執行します。理事は理事長を補佐
します。

補助機関【共済組合】

　業務に関する事務を取り扱います。

　共済組合の業務を監査します。

３ 共済組合の運営機関

〇共済組合には、共済組合の業務が円滑かつ適正に行われるように３つの機関が設けられています。



❹

Ⅱ 一般社団法人山形県市町村職員互助会

１ 互助会の運営機関

２ 互助会の事業の概要

　互助会は、共済組合の事業を補完するために設立されたことから、運営は共済組合と一体的に行われ
ます。また、事業運営に必要な費用は、会員からの「掛金」と事業主である地方公共団体等からの「負担金」
によって賄われています。なお、掛金は皆さまの毎月の給与から控除されます。

　一般社団法人山形県市町村職員互助会は、地方公務員法第４２条に基づき、共済組合の事業をより充
実及び補完するために設けられており、５つの事業を行っています。
　山形県市町村職員共済組合の組合員になると、「職員会員」として互助会の会員となります。

⑴　医療給付事業【掛金事業】
　◆一部負担金補助金
　　会員が医療機関を受診し窓口で支払った額のうち、診療月ごとに一定割合の額が支給されます。
　◆家族療養補助金
　　会員の被扶養者が医療機関を受診し窓口で支払った額のうち、各診療月ごとに一定割合の額が支給
　　されます。
　※　給付は共済組合の短期給付と一体的に行われるため、詳細はＰ11・12「短期・互助会給付（病
　　気やケガのときの医療給付のしくみ）」に掲載しています。

⑵　安心生活支援事業
　　給付事由が生じたときに次の給付金が支給されます。
　◆結婚祝金、入院見舞金、弔慰金、災害見舞金【掛金事業】
　◆出産・家族出産支援金、子育て支援金【掛金・負担金事業】
　※　詳細はP13・14「短期・互助会給付（各種手当金・給付金）」に掲載しています。

【互助会の機関】
議決機関：総代会（事業計画、予算、決算等の重要事項を審議し、議決します。）
議員及び役員：共済組合と同じ議員及び役員



⑶　ライフアップ事業【掛金事業】
　◆ライフアップ支援事業
　　会員とその家族の生活が充実するよう、次の事業を実施しています。
　　・観戦等チケット料金支援事業（互助会の指定するチケット購入に支援金を支給）
　　・資産形成講座（資産形成等に関する知識について学ぶセミナーを開催します。）
　　・チケット紹介及び斡旋事業（各種公演等のチケットのお得な情報や斡旋商品等を紹介します。）

⑷　健康生活支援事業【掛金・負担金事業】
　◆疾病予防支援
　・疾病予防のため、互助会が指定する医薬品等を会員が購入した場合に、費用の一部を助成します。

⑸　健康推進事業【負担金事業】
　◆人間ドック助成
　・４１歳、５１歳の会員が、人間ドックを受診したときに費用の一部を助成します。
　◆脳ドック助成
　・４５歳以上の会員が、脳ドックを受診したときに費用の一部を助成します。
　◆ＰＥＴ検診助成
　・５2歳以上の会員が、ＰＥＴ検診を受診したときに費用の一部を助成します。
　◆胃・大腸内視鏡検査助成
　・５１歳以上の奇数年齢の会員が自由診療で胃又は大腸内視鏡検査を受診したときに費用の一部を助
　　成します。
　◆インフルエンザ予防接種助成
　・会員及び被扶養者がインフルエンザ予防接種を受けたときに費用の一部を助成します。
　◆会員研修支援
　・会員向けのビジネス関連（クレーム対応等）の研修会を実施します。
※　人間ドック助成、脳ドック助成、ＰＥT 検診助成については継続して１０年以上会員資格を有する
　ことが適用条件となります。

※　各事業の詳細については、P11ー14 において短期給付と併せて掲載しています。また、別途ホー
　ムページをご覧ください。

❺



❻

Ⅲ 共済組合のしくみ（加入資格）

１ 組合員（会員）

　地方公共団体の職員は、本人の意思にかかわらず、職員となった日から退職又は死亡する日まで共済
組合の組合員となり、同時に互助会の会員となります。
　組合員になると共済組合の短期（医療）給付事業、長期（年金）給付事業、福祉事業、互助会事業の
適用を受けることができます。
　また、一定の要件を満たす非常勤職員については、長期（年金）給付事業を除くすべての事業を適用
した組合員として、短期組合員の資格を取得します。

２ 被扶養者

　組合員の配偶者、子、父母などで、主として組合員の収入によって生計を維持している人は、組合員
の被扶養者として組合員と同様に短期（医療）給付などを受けることができます。
　被扶養者になることができる人は、原則として日本国内に居住する人に限られます。ただし、外国へ留学
をする学生などで生活の基礎が国内にあると認められる場合は例外として被扶養者になることができます。

　ア 組合員の配偶者、子、父母、孫、祖父母、
　　 兄弟姉妹
　イ ア以外で組合員と同一世帯に属する
　　 ３親等内の親族
　ウ 組合員と同一世帯に属する内縁の配
　　 偶者及びその父母と子
　　 ※　イ、ウは組合員と生計を共にし、
　　　かつ、同居していることが条件

　ア 健康保険の被保険者、共済組合の組合員、後期高齢者医療被保険者又は船員保険被保険者である人
　　 （任意継続被保険者、任意継続組合員を含む。）
　イ 日本国籍を有しない人であって「医療ビザ」又は「観光・保養を目的とするロングステイビザ」で
　　 来日した人
　ウ 年額１３０万円以上の恒常的な収入のある人。ただし、６０歳以上の場合、又は障害を支給事由とす
　　 る年金を受給している場合は、年額１８０万円以上の恒常的な収入のある人。
　エ その人について、組合員以外の人が扶養手当又はこれに該当する手当を地方公共団体、国、その他
　　 から受けている場合
　オ その人について、組合員が他の人と共同で扶養しているときで、社会通念上、組合員が主たる扶養
　　 者でない場合

※１、２、３は血族の親等を示す。また、①、②、③は姻族の親等を示す。
※　　　の者は同居が条件。

被扶養者の
範囲図
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○被扶養者の範囲

○被扶養者として認められない人



３ 資格情報通知書・資格確認書

　組合員及び被扶養者の資格を取得すると「資格情報通知書」を交付します。この「資格情報通知書」は、
皆様が加入した共済組合の資格情報をお知らせするものになります。
　また、令和６年 12 月２日から医療機関等で受診する場合は、原則マイナ保険証（※）を利用するし
くみに移行されたことに伴い、以前、資格取得の際に交付していた「組合員証等（健康保険証）」の交
付が終了となっています。
　そのため、組合員及び被扶養者の資格を取得した際、マイナンバーカードを持っていない方やマイナ
保険証の利用登録をしていない方には、健康保険証の効力がある「資格確認書」を交付します。
（※）健康保険証利用登録を行ったマイナンバーカード

【こんなときは、すみやかに届出を】
　・資格確認書の紛失、破損、氏名変更及び住所変更したとき
　・出産、死亡、就職及び結婚などで被扶養者に変更があったとき
【ご注意ください！】
　・資格確認書は、クレジットカードのようにその効力を止めることはできないため、
　　万一事件や事故等が生じた場合は、自己責任となります。
　・資格確認書を他人に貸したり、不正に使用することは厳重に禁止されています。

❼

４ 業務用口座

　業務用口座は、共済組合からの医療給付金、貸付金、共済貯金払戻金、互助会給付金などを受け取る
ための口座です。口座は、共済組合が指定する金融機関（山形銀行、荘内銀行、東北労働金庫）の中か
ら１つを選択し、組合員資格取得時に登録することとなります。

※　組合員資格取得時に登録した口座は、原則として変更はできません。
※　資格喪失（退職）後６か月は、医療給付金が生じる場合もあるため解約はしないでください。

　① データに基づく最適な医療が受けられる
　　 過去に処方されたお薬や特定健診などの情報が医師・薬剤師に共有され、データに基づく最適な 
　 医療が受けられるようになります。
　　 ※　マイナンバーカードを健康保険証として利用し、医師等と過去の情報を共有した場合には、　
　　　 健康保険証で受診した場合と比べて、初診時等の医療機関・薬局での窓口負担額が低くなります。
　② 転職等による健康保険証の切り替えが不要
　　 転職などで必要だった健康保険証の切り替えや更新が不要になります。
　　 ※　新しい保険者への加入手続は必要です。
　③ 高額療養費発生時に限度額適用認定証の提示が不要
　　 限度額適用認定証を提示することなく、高額療養費制度における自己負担限度額が適用され、窓
　 口負担額が軽減されます。
　　 ※　限度額情報提供に関する同意が必要です。

マイナンバーカードを健康保険証として利用するメリット



❽

Ⅳ 財源のあらまし

１ 掛金（保険料）・負担金

　共済組合・互助会の事業は、主に組合員からの「掛金（保険料）」と事業主である地方公共団体等か
らの「負担金」により運営されています。
　掛金は、組合員の標準報酬月額及び標準期末手当等の額に、地方公務員等共済組合法に基づいて定
められた掛金率（保険料率）を乗じて算出した額を、それぞれ毎月の給料及び期末手当等の支給額か
ら控除し共済組合に納付されます。

５ 組合員及び被扶養者の個人情報管理

　共済組合では、組合員と被扶養者の個人情報やマイナンバーを含む特定個人情報（以下、「個人情報等」
という。）を管理しています。
　これら個人情報等の取扱いについては、情報漏えいや不正使用などを防ぐため、情報セキュリティポ
リシー及び個人情報等に関する関係規程を遵守し、安全に管理して業務を行っています。

２ 掛金（保険料）率と負担金率（令和７年度）

（※）介護保険は、40歳以上 65 歳未満の組合員が対象
例：標準報酬月額が２００，０００円（40歳未満）の場合
　　短期・長期（年金）・保健・互助会の掛金額合計は、毎月約 30，3００円となります。
　負担金率には、上記に加え「特別財政調整負担金」「育児・介護休業手当金公的負担金」及び「基
礎年金拠出金公的負担金」があります。

短
期
給
付
掛
金

介
護
保
険
掛
金

厚
生
年
金
組
合
員
保
険
料

退
職
等
年
金
給
付
掛
金

保
健
事
業
掛
金

互
助
会
事
業
掛
金

短
期
給
付
負
担
金

介
護
保
険
負
担
金

（単位：％）

厚
生
年
金
事
業
主
保
険
料

退
職
等
年
金
給
付
負
担
金

経
過
的
長
期
経
理
負
担
金

保
健
事
業
負
担
金

互
助
会
事
業
負
担
金

4.85 0.78 9.15 0.75 4.85 0.78 9.15 0.750.188 0.1880.2384 0.00939 0.1864

掛金率（組合員掛金率等） 負担金率（地方公共団体等負担金率）

（※）
（※）



３ 標準報酬制のしくみと掛金額の決定方法
　掛金は、掛金（保険料）算定の基礎となる標準報酬月額又は標準期末手当等に、それぞれの事業の掛
金率を乗じて決定されます。

○掛金（保険料）の算定基礎となる報酬の範囲と決定方法
　⑴　標準報酬月額と標準期末手当等
　　　標準報酬月額、標準期末手当等は、共済組合の掛金・負担金や
　　給付の算定基礎となるもので、「標準報酬月額」は組合員の受け
　　る報酬月額に、「標準期末手当等」は組合員の受ける期末手当等に基づき決定されます。
　⑵　報酬月額
　　　「標準報酬月額」算定の基礎となるのが「報酬月額」です。報酬月額に含まれる「報酬」の範囲は、
　　労務の対償として支給される給料（基本給）及び諸手当です。
　　　報酬は、その性質に応じ、「固定的給与」と「非固定的給与」に区分されます。
　　　「固定的給与」は勤務実績に直接関係なく、月等を単位として一定額が継続して支給される報
　　酬をいいます。「非固定的給与」は勤務の実績に応じて変動する報酬をいいます。

　⑶　標準報酬月額の決定方法
　　　標準報酬月額は、給与支給機関が算定し、共済組合は、給与支給機関から報酬についての報告
　　を受けて決定します。
　　　標準報酬月額は、組合員の資格を取得したときに、組合員の受ける報酬月額を標準報酬月額表
　　に当てはめて決定し、その後は年１回決まった時期（９月）に標準報酬月額の見直しが行われる
　　ほか、報酬が大きく変動し一定の要件を満たしたときに改定されることとなります。
　⑷　標準期末手当等の決定方法
　　　標準期末手当等は、給与支給機関が算定し、共済組合は、給与支給機関から期末手当等につい
　　ての報告を受けて決定します。
　　　組合員がその月に受けた期末手当等について、1,000 円未満を切り捨てた金額を標準期末手
　　当等の金額として決定します。

　標準報酬月額が高いと、短期（医療）や長期（年金）の掛金（保険料）は比例
して高い金額となります。
　病気やケガ、育児等のために休業し無給となった場合には各種手当金が支給さ
れますが、この手当金は標準報酬月額を基に計算します。
　また、将来受け取る年金も標準報酬月額を基に決定されます。

❾

ポイント

・給料（給料表の給料月額）
・扶養手当　　　　　・住居手当
・通勤手当　　　　　・管理職手当　　　など

・時間外勤務手当　　・寒冷地手当
・宿日直手当　　　　・休日勤務手当　　など

固定的給与

報　酬

非固定的給与

【例】固定的給与と非固定的給与の区分（主なもの）
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※　短期組合員については、合計額から厚生年金・退職等年金の掛金額を除いた額となります。

標　準　報　酬

報酬月額
月　額

円以上 円未満 円 円 円 円 円 円 円 円 円

等　級 短期 介護
（40歳以上）

（介護あり） （介護なし）

厚生年金 退職等年金 保健 互助会

4.85

63,000
73,000
83,000
93,000
101,000
107,000
114,000
122,000
130,000
138,000
146,000
155,000
165,000
175,000
185,000
195,000
210,000
230,000
250,000
270,000
290,000
310,000
330,000
350,000
370,000
395,000
425,000
455,000
485,000
515,000
545,000
575,000
605,000
635,000
665,000
695,000
730,000
770,000
810,000
855,000
905,000
955,000
1,005,000
1,055,000
1,115,000
1,175,000
1,235,000
1,295,000
1,355,000

2,813
3,298
3,783
4,268
4,753
5,044
5,335
5,723
6,111
6,499
6,887
7,275
7,760
8,245
8,730
9,215
9,700
10,670
11,640
12,610
13,580
14,550
15,520
16,490
17,460
18,430
19,885
21,340
22,795
24,250
25,705
27,160
28,615
30,070
31,525
32,980
34,435
36,375
38,315
40,255
42,680
45,105
47,530
49,955
52,865
55,775
58,685
61,595
64,505
67,415

452
530
608
686
764
811
858
920
982
1,045
1,107
1,170
1,248
1,326
1,404
1,482
1,560
1,716
1,872
2,028
2,184
2,340
2,496
2,652
2,808
2,964
3,198
3,432
3,666
3,900
4,134
4,368
4,602
4,836
5,070
5,304
5,538
5,850
6,162
6,474
6,864
7,254
7,644
8,034
8,502
8,970
9,438
9,906
10,374
10,842

8,052
8,967
9,516
10,065
10,797
11,529
12,261
12,993
13,725
14,640
15,555
16,470
17,385
18,300
20,130
21,960
23,790
25,620
27,450
29,280
31,110
32,940
34,770
37,515
40,260
43,005
45,750
48,495
51,240
53,985
56,730
59,475

12,224
12,829
13,434
14,040
15,636
16,593
17,551
18,827
20,103
21,380
22,656
23,934
25,529
27,125
28,721
30,316
31,912
35,103
38,295
41,485
44,677
47,869
51,059
54,251
57,442
60,633
65,420
70,207
74,994
79,782
84,568
89,355
94,142
98,929
103,716
105,533
107,349
109,773
112,195
114,617
117,645
120,674
123,702
126,730
130,364
133,998
137,631
141,265
144,899
148,533

11,772
12,299
12,826
13,354
14,872
15,782
16,693
17,907
19,121
20,335
21,549
22,764
24,281
25,799
27,317
28,834
30,352
33,387
36,423
39,457
42,493
45,529
48,563
51,599
54,634
57,669
62,222
66,775
71,328
75,882
80,434
84,987
89,540
94,093
98,646
100,229
101,811
103,923
106,033
108,143
110,781
113,420
116,058
118,696
121,862
125,028
128,193
131,359
134,525
137,691

660
735
780
825
885
945
1,005
1,065
1,125
1,200
1,275
1,350
1,425
1,500
1,650
1,800
1,950
2,100
2,250
2,400
2,550
2,700
2,850
3,075
3,300
3,525
3,750
3,975
4,200
4,425
4,650
4,875

109
127
146
165
184
195
206
221
236
251
266
282
300
319
338
357
376
413
451
488
526
564
601
639
676
714
770
827
883
940
996
1,052
1,109
1,165
1,222
1,278
1,334
1,410
1,485
1,560
1,654
1,748
1,842
1,936
2,049
2,162
2,274
2,387
2,500
2,613

138
162
185
209
233
247
262
281
300
319
338
357
381
405
429
452
476
524
572
619
667
715
762
810
858
905
977
1,048
1,120
1,192
1,263
1,335
1,406
1,478
1,549
1,621
1,692
1,788
1,883
1,978
2,097
2,217
2,336
2,455
2,598
2,741
2,884
3,027
3,170
3,313

63,000
73,000
83,000
93,000
101,000
107,000
114,000
122,000
130,000
138,000
146,000
155,000
165,000
175,000
185,000
195,000
210,000
230,000
250,000
270,000
290,000
310,000
330,000
350,000
370,000
395,000
425,000
455,000
485,000
515,000
545,000
575,000
605,000
635,000
665,000
695,000
730,000
770,000
810,000
855,000
905,000
955,000
1,005,000
1,055,000
1,115,000
1,175,000
1,235,000
1,295,000
1,355,000

58,000
68,000
78,000
88,000
98,000
104,000
110,000
118,000
126,000
134,000
142,000
150,000
160,000
170,000
180,000
190,000
200,000
220,000
240,000
260,000
280,000
300,000
320,000
340,000
360,000
380,000
410,000
440,000
470,000
500,000
530,000
560,000
590,000
620,000
650,000
680,000
710,000
750,000
790,000
830,000
880,000
930,000
980,000
1,030,000
1,090,000
1,150,000
1,210,000
1,270,000
1,330,000
1,390,000

～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38
39
40
41
42
43
44
45
46
47
48
49
50

0.78 9.15 0.75 0.188 0.2384

合計 合計長期給付
厚　生
年　金

短　期
給　付
等事務

退職等
年　金

標準報酬等級表・掛金早見表
（令和７年４月～）【参考】

共済組合掛金額（各経理項目の下の数字は掛金率％）

○標準報酬等級
　　決定又は改定された標準報酬の等級及び月額は、「標準報酬決定・改定通知書」又は「給与支給
　明細書」等に表示されます。
　　なお、標準報酬の等級及び月額は、短期給付事業については１等級（58,000円）から 50 等級
　（1,390,000円）まで、厚生年金保険料については、１等級（88,000円）から３２等級
　（650,000 円）まで、 退職等年金給付掛金については、１等級（88,000円）から３2等級
　（650,000円）までが適用されます。



２ 短期・互助会給付（病気やケガのときの医療給付のしくみ）

Ⅴ 短期給付・互助会事業

１ 短期・互助会給付の種類
　短期給付には大きく分けて、法律で給付の種類や内容などが定められている「法定給付」と、共済組
合が財政事情などを勘案して定款で定め、法定給付に附加して支給する「附加給付」の２つがあります。
　また、互助会給付では短期給付をより充実及び補完する給付事業を行っています。

11

療養の給付
家族療養の給付
療養費
家族療養費
訪問看護療養費
家族訪問看護療養費
入院時食事療養費
入院時生活療養費
高額療養費
高額介護合算療養費
移送費（家族移送費）
出産費（家族出産費）
埋葬料
家族埋葬料

弔慰金（家族弔慰金）
災害見舞金

傷病手当金
出産手当金
休業手当金
育児休業手当金
介護休業手当金

【法定給付】
短期給付

【附加給付】

保
健
給
付

休
業
給
付

災
害
給
付

一部負担金払戻金
家族療養費附加金
一部負担金払戻金
家族療養費附加金
一部負担金払戻金
家族訪問看護療養費附加金

埋葬料附加金
家族埋葬料附加金

一部負担金補助金
家族療養補助金
結婚祝金
出産・家族出産支援金
子育て支援金
入院見舞金
弔慰金
災害見舞金

互助会給付

医療給付事業

安心生活
支援事業

　組合員や被扶養者が病気やケガをし、マイナ保険証又は資格確認書を提示して医療機関で診療を受け
た場合、総医療費の３割（未就学児２割、７０歳から７４歳は２割）を自己負担として支払い、残りの
額は共済組合が負担することになります。
　その自己負担額が一定額を超えた場合には、その金額の一部を共済組合が附加給付として支給します。
この一定額を基礎控除額といい、各共済組合の短期財政状況等によって決められており、当共済組合で
は25,000円です。
　さらに、互助会では、共済組合で控除された 25,000 円以下の額に対しても、自己負担額 4,000
円を超えた額の５０％を支給します。（年度で10万円が限度となります。）
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◆交通事故などの第三者行為によるケガをした場合
　組合員や被扶養者が、交通事故など第三者の行為でケガをした場合は、加害者がその損害を負担す
ることとなりますが、このような場合でもマイナ保険証又は資格確認書を使用して診療を受けること
ができます。その場合必ず共済組合に連絡し、事故報告書等の書類を提出してください。
◆マイナ保険証又は資格確認書で受けられない診療
　マッサージなど単なる疲労回復、美容整形、正常な出産、医師が治療上必要と認めない治療費、公
務によるケガなどはマイナ保険証又は資格確認書を使用することはできません。
◆マイナ保険証又は資格確認書不携帯により診療を受けた場合
　診療にかかった費用を本人が一時的に立て替え、共済組合に請求することにより、後日立替えた医
療費から自己負担相当額を控除した額が組合員に支給されます。　
◆医療費が高額となった場合
　入院などで医療費が高額になる場合は、共済組合に「限度額適用認定証」の交付を申請し医療機関
に提出することで、医療費の窓口負担を一定の金額（自己負担限度額）にとどめることができます。
　また、医療機関にマイナ保険証又は資格確認書を提示することにより、「限度額適用認定証」が不
要となります（医療機関の指示に従って申請してください。）。

※　７０歳以上７５歳未満の組合員又は被扶養者
　共済組合の負担８割、一部負担（自己負担）２割。
　一定以上所得者は、共済組合の負担７割、一部負担（自己負担）３割。
※　未就学児
　共済組合の負担８割、一部負担（自己負担）２割。

　（例）
　ひと月の一医療機関の自己負担（医療費の３割）が29,580円（院外処方された調剤レセプトと外来レセ
プトを合算した額）だった場合の医療費の計算例

○こんなときには

医療費の７割

共済組合の負担 一部負担（自己負担）

医療費の７割

医療費の3割

医療費の3割

組合員

被扶養者

共済組合給付金

29,580円　－　25,000円　＝
4,500円
一部負担金払戻金…………①

（百円未満切捨て）

自己負担額
共済組合
基礎控除額

互助会給付金

（25,080円－4,000円）×50％＝
10,500円
一部負担金補助金…………②

（百円未満切捨て）

自己負担額－
一部負担金払戻金

互助会
基礎控除額

結果として最終自己負担額

29,580円－4,500円－10,500円＝14,580円

総医療費
98,600円 医療機関への

共済組合支払額
（7割）

69,020円

窓口負担
（3割）
29,580円

14,580円

10,500円

4,500円

医療機関への
共済組合支払額
（7割）

69,020円

一部負担金払戻金
　　（共済組合）

一部負担金補助金
　　（互助会）

最終自己負担額

したがって、窓口負担額29,580円に対して共済組合・互助会から合計15,000円が給付され、
最終自己負担額は14,580円になります。

自己負担額 ① ②



３ 短期・互助会給付（各種手当金・給付金）

　病気やケガで勤務できなくなったときや、育児及び介護休業をしたときなどで報酬が支給されない
場合、その間の生活費として休業給付が支給されます。

◆病気やケガで休んだとき
　組合員が病気やケガ（公務、通勤災害を除く。）のため勤務を休み、報酬の全部
又は一部が支給されないときは、「傷病手当金」が支給されます。

◆出産のため休んだとき
　組合員が出産のために勤務を休み、報酬の全部又は一部が支給されないときは
「出産手当金」が支給されます。

◆家族の病気などで休んだとき
　組合員が被扶養者の病気やケガ、配偶者の出産、又は被扶養者などの結婚、葬祭、不慮の災害等の
事由で欠勤し、報酬の全部又は一部が支給されないときは「休業手当金」が支給されます。

◆育児のため休んだとき
　組合員が育児休業を取得し、報酬が支給されないときは「育児休業手当金（原則、子の１歳到達まで）」、
「育児休業支援手当金（対象期間内で要件を満たす場合）」が支給されます。

◆育児のため短時間勤務をしたとき
　２歳に満たない子の養育のため育児時短勤務を行い、報酬が減ったときは「育児時短勤務手当金」
が支給されます。

◆家族を介護するため休んだとき
　組合員が、常時介護を必要とする状態にある対象家族を介護するために休業し、報酬の全部又は一
部が支給されないときは「介護休業手当金」が支給されます。

○休業したとき
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○会員が入院したとき
　会員が連続10日以上入院し、退院したときに「入院見舞金」が支給されます。
　【互助会から】 　　　入院見舞金　　１万円（年度１回限り）

○出産したとき
　組合員又は被扶養者が出産したときは、「出産費（家族出産費）」50 万円（産科医療補償制度対象で
ない分娩の場合は48万8千円）が支給されます。
　【互助会から】　　　出産・家族出産支援金　　３万円（令和７年４月１日以降の出産から）

○結婚したとき
　会員が結婚したときに「結婚祝金」が支給されます。
　【互助会から】　　　結婚祝金　　５万円

○子が就学したとき
　会員の子が小学校に入学したときに「子育て支援金」が支給されます。
　【互助会から】　　　 子育て支援金　　３万円（令和７年４月１日入学の子から）

※　雇用保険適用対象の組合員が、雇用保険法に基づく育児休業給付金、出生後休業支援給付金、
　育児時短就業給付金、介護休業給付金を受けられるときは育児休業手当金、育児休業支援手
　当金、育児時短勤務手当金、介護休業手当金は支給されません。
※　給付金支給の日数や額の計算方法は、共済組合ホームページをご覧ください。
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○災害に遭ったとき

◆ 災害により組合員又は被扶養者が死亡したとき
　　【共済組合から】　　弔慰金、家族弔慰金
　　（組合員は標準報酬月額の１か月分、被扶養者は標準報酬月額の１か月分の７割）
◆ 災害により住居や家財などに損害を受けたとき
　　【共済組合から】　災害見舞金　
　　【互助会から】　　災害見舞金
　　　（※　被害の程度に応じて支給）

Ⅵ 長期給付事業

１ 公的年金制度のしくみ

　組合員が 65歳に達したときや、在職中の病気やケガがもとで障害の状態になったとき、あるいは不
幸にして亡くなったとき、老後の生活や残された家族の生活の支えとして年金や一時金を支給する制度
を長期給付といいます。　　
　現在の公的年金制度は、１階部分として日本国内に住所を有する 20歳以上 60歳未満のすべての方
が加入する国民年金（基礎年金）、会社員や公務員等の方に２階部分として上乗せされる厚生年金があ
ります。
　さらに、３階部分として会社員は企業年金基金、公務員等は退職等年金給付（年金払い退職給付）が
あります。

　短期組合員は「第一号厚生年金被保険者」となりますので、共済組合の長期給付事業は適用されません。
第一号厚生年金の実施機関は日本年金機構になります（P１５参照）。

　平成 27 年10月の被用者年金制度の一元化により、公務員の方の２階部分の年金だった共済年金が厚
生年金に統合され、３階部分の年金だった職域年金相当部分が退職共済年金（経過的職域加算額）と名
前が変わり、さらに、新たに退職等年金給付（年金払い退職給付）が創設されました。

　組合員又は被扶養者が非常災害により死亡したときは「弔慰金 (家族弔慰金 )」が支給されます。
また、非常災害で住居や家財に被害を受けたときは「災害見舞金」が支給されます。

○死亡したとき
　組合員が公務によらないで死亡したときは「埋葬料（埋葬料附加金）」５万円（附加金５万円）が支
給されます。また、被扶養者が死亡したときは「家族埋葬料（家族埋葬料附加金）」５万円（附加金３万円）
が支給されます。
【互助会から】　　弔慰金　会員が死亡したとき　　１０万円
　　　　　　　　　　　　配偶者が死亡したとき　　７万円
　　　　　　　　　　　　実父母が死亡したとき　　３万円
　　　　　　　　　　　　　※実父母には養父母を含む。
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公務員独自の給付であ
る退職等年金給付⇒「退
職年金」「公務障害年金」
「公務遺族年金」

２ ６５歳からの年金

○組合員期間等が10年以上ある方が65歳に達すると、該当する支給要件に応じて年金が支給されます。
　◆老齢厚生年金⇒老齢厚生年金の額は、報酬比例部分の額、経過的加算額、加給年金額の合計額です。
　◆退職年金（退職等年金給付）⇒１年以上の引き続く組合員期間を有する組合員が退職した後に６５
　　歳に達したとき、又は65歳に達した日以後に退職したときに支給されます。
　◇老齢基礎年金（国民年金）⇒20歳から 60歳までの 40 年間保険料を納付した方の老齢基礎年金は、
　　令和7年度は月額69,308円（昭和31年４月２日以降生まれの方）です。
　　（※40年に満たない場合は、保険料納付済み期間により算定）
　　◆は共済組合から支給。◇は日本年金機構から支給。
　　なお、公務員以外に会社員として勤務したことがある場合は、共済組合と日本年金機構から、それ
　　ぞれの期間に応じた老齢厚生年金が支給されます。

厚生年金

企業年金
基金など

国民年金
（基礎年金）

国民年金
（基礎年金）

退職等
年金給付
（年金払い
退職給付）

退職共済
年金

（経過的職域
加算額）

平成27年9月
以前の組合員

期間

国民年金
（基礎年金）

会社員
日本年金機構
第１号厚生年金
（短期組合員）

共済組合
第３号厚生年金
（組合員）

公務員等自営業者など

国民年金基金
（任意加入） 厚生年金

3階（独自部分）

会社員や公務員等が加
入する厚生年金⇒「老
齢・障害・遺族厚生年金」

2階（報酬比例部分）

20 歳以上 60 歳未満
の国民が加入する国民
年金⇒「老齢・障害・遺
族基礎年金」

1階（定額部分）

３ その他の年金
　◆障害給付（障害厚生年金、障害基礎年金）⇒障害の程度に応じて支給されます。
　◆遺族給付（遺族厚生年金、遺族基礎年金）⇒組合員である間に死亡したとき又は老齢厚生年金及び
　　障害厚生年金の受給権者などが死亡したときに、遺族に対し支給されます。

【現在の公的年金制度】 平成27年10月
以降の組合員

期間
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Ⅶ 福祉事業

組合員とその家族を対象とした健診事業、レセプト・健診等データを活用した疾病の予
防及び健康対策の実施、又保養を目的とした保養施設利用助成券の発行事業

自助努力による、万一（死亡・高度障害）に備えた保険の「遺族附加年金事業」と、退
職後の生活安定を目的とした「積立年金事業」
　※　短期組合員は適用外です。

共済組合と指定契約した業者から、組合員が自動車等を購入した場合に利用できる事業

組合員が臨時に資金を必要とするときに、貸付けを行う事業

加入者の皆さまからお預かりした資金を安全かつ効率的に運用し、利息を還元する事業

宿泊施設（直営保養所むつみ荘・うしお荘）を運営する事業

４ ねんきん定期便
　これまでの年金加入期間、保険料納付額、老齢年金の見込額が通知されます。
　⇒年1回、原則誕生月に通知（職場を通じて配付）

５ 給付算定基礎額残高通知書（退職等年金給付）

○福祉事業の種類

　退職等年金給付に係る年金の原資となる給付算定基礎額が通知されます。
　⇒毎年６月頃（自宅に郵送）

保健事業

事　業 内　　　容

宿泊事業

貯金事業

貸付事業

物資事業

福祉年金事業

１ 保健事業

○保健事業の種類

　組合員とその家族の健康維持・管理、健康増進を図ることを目的として、疾病の予防、健康対策、保
養施設利用助成等の事業を実施しています。

健（検）診
プログラム

共済総合健診

被扶養者等の健診

婦人科検診

配偶者健診助成

歯周病検診助成

短時間短期組合員健診

生活習慣改善プログラム提供

・基本健診（特定健康診査含む）
・特定保健指導
・C型肝炎等検診
・胃がん・大腸がん・肺がん・前立腺がん検診

・特定健康診査
・特定保健指導（40歳～74歳）

（40歳未満） ・基本健診
・胃がん・子宮がん検診

・検診啓発パンフレットの配付
・健康管理情報誌の配付

・所属所別現状分析表等提供
・生活習慣病重症化予防事業
・データヘルス報告書等発行

・メンタルヘルス研修会
・メンタルヘルス相談窓口

・子宮がん検診（20歳以上の女性組合員）
・乳がん検診（40歳以上の女性組合員）

・生活習慣病予防のための運動セミナー

・25歳以上10歳ごとの70歳未満の対象受診者に対し助成

・基本健診（40歳以上は特定健康診査含む）
・胃がん・子宮がん検診

健康管理情報提供

レセプト・健診等
データ活用

メンタルヘルス支援

健康づくり
プログラム

メンタルヘルス
プログラム

プログラム メニュー 内　容事業

健
康
推
進
事
業
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○共済総合健診

○保養施設利用助成

　組合員を対象に、法定健康診断を含む生活習慣病健診を行います。検査は、基本健診やがん検診など
を含んで実施します。また、４０歳以上７４歳以下の組合員の健康診断には、特定健康診査及び特定保健
指導が含まれます。
　※　一部適用されない組合員もいます。

・直営保養所利用助成（宿泊・日帰り）
・県内契約保養施設利用助成（宿泊）
・県外契約保養施設利用助成（宿泊）
・契約旅行会社利用助成（宿泊）

・生涯生活充実型セミナー 30・35
・退職準備型セミナー
・情報提供型セミナー
・ライフプランに関する情報冊子配付

・全組合員に保健事業全般の内容と保養助成券を含む
ガイドブックを配付

・生活習慣改善に関する講話とヨガ教室

保養施設利用助成

健康教室

保健事業ガイドブック発行

・女性特有の健康課題に対応するセミナー働く女性の健康セミナー

ライフプラン事業

保養施設利用
プログラム

生活向上支援
プログラム

健
康
生
活
支
援
事
業

　保養施設利用助成は、組合員とその家族の心身のリフレッシュを図ることを目的とした事業です。直
営保養所、契約保養施設等を利用する場合は次の助成が受けられます。

※　上記①は、ホームページから申請書をダウンロードして、必要事項を記入のうえフロントへ提出してくだ
　さい。
※　上記②・③は、「保健事業ガイドブック」に付いていますので、使用時に切り取って使用してください。

　組合員、被扶養者、配偶者、同居する父
母及び子
　※　小学生以上が対象となります。

◆助成対象者

◆保養助成券の種類

　保養助成券の使用には、助成対象者の範囲や年
間使用回数の制限があります。
　ご使用の際は、保養助成券に記載されています
使用上の注意事項をご確認ください。

◆保養助成券の使用上の注意

●直営保養所（むつみ荘・うしお荘）を宿泊利用する場合
●１泊につき5,000円の助成

●契約施設等を宿泊利用する場合
●１泊につき1,500円（C券は1,000円）の助成

●直営保養所（むつみ荘・うしお荘）が設定する日帰りプランを利用する場合
●１回につき1,000円の助成

①直営保養助成申請書
※　利用回数制限なし

※　年間４枚

※　年間各４枚

②直営保養所限定日帰り
　助成券

③保養助成券A・B・C

見本
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　組合員とその家族の心身のリフレッシュを図ることを目的に、「赤湯温泉保養所むつみ荘」、「湯野浜温
泉保養所うしお荘」を運営しています。施設の利用の際は直営保養助成申請書を提出することにより、「直
営保養助成５，０００円」を受けることができ、お得に宿泊できます。

湯野浜温泉保養所うしお荘
鶴岡市湯野浜一丁目 11－23

TEL 0235-75-2715
https://www.ushiosou.net/

赤湯温泉保養所 むつみ荘
南陽市赤湯 233-1

TEL 0238-43-3035
https://www.mutsumisou.jp/

ひとときのゆとりを　赤湯温泉保養所むつみ荘

日本海の潮騒にやすらぐ　湯野浜温泉保養所うしお荘

米沢牛コース… 
四季旬彩コース…
Ａコース…
Ｂコース…
くつろぎコース…
他にも各種コース・プランをご用意しています。

１６，６００円～
１４，２００円～
１２，１００円～
１０，８００円～
９，５００円～

～宿泊料金 （大人お一人様１泊２食・助成前料金）～

※　上記料金は、平日和室 3名様以上の組合員料金（税込）です。
　金曜・休前日及び少人数でのご利用の場合、別途割増料金が加
　算されます。詳しくは、むつみ荘ＨＰをご覧ください。

季節のグルメコース…
Ａコース…
Ｂコース…
くつろぎコース…
他にも各種コース・プランをご用意しています。

１３，９００円～
１２，１００円～
１０，８００円～
９，０００円～

～宿泊料金 （大人お一人様１泊２食・助成前料金）～

※　上記料金は、平日和室２名様以上の組合員料金（税込）です。
　金曜・休前日及び少人数でのご利用の場合、別途割増料金が加
　算されます。詳しくは、うしお荘ＨＰをご覧ください。

○保健事業ガイドブックの配付
　共済組合では、毎年全組合員に共済組合のし
くみ、保健事業の詳細及び保養助成券を一冊に
したガイドブックを配付します。

２ 宿泊事業
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加入者の皆さまからお預かりした資金を安全かつ効率的に運用し、利息を還元する事業です。

　◆積立方法及び積立額
　　（毎月１０日までに加入申込書を提出いただくと、翌月の給料から天引き開始となります。）
　　・定時積立　　毎月の給料から一定額を積立（1,000円以上限度額なし）
　　・賞与積立　　賞与からの積立（1,000円以上限度額なし）
　　　※　積立額は1,000円単位です。
　　　※　賞与積立を行うことができるのは、定時積立をしている方に限ります。
　◆貯金利率（令和7年４月現在）
　　年0.65％（半年複利）
　　　※　金利情勢等によって変更になる場合があります。
　◆利息の計算と組み入れ
　　毎年9月及び3月の末日に計算し、その日に元金に組み入れます。
　◆一部払戻し・解約
　　毎月１０日までに共済組合に一部払い戻し・解約請求書を提出いただくと、当月の２８日（金融機関
　が休業日の場合は翌営業日）に業務用口座に送金します。
　◆税金の取扱い
　　利息に対し一律に20.315％課税されます。ただし、身体障がい者及び一定の要件に該当する方は、
　他の金融機関の積立額と合わせて積立額３５０万円を限度に、非課税貯蓄申告制度の適用が受けられま
　す。

保養助成でむつみ荘・うしお荘にお得に宿泊できます

①　直営保養助成申請書を当組合のホームページからダウンロードし、必要事項を記入しましょう。

②　組合員と被扶養者（小学生以上）　の方…
　　スマートフォンにマイナポータルアプリをインストールし健康
　保険証の資格情報画面を表示しましょう。（共済組合の資格情
　報が表示されます。）

　※　資格情報画面の表示にはマイナ保険証の登録が必要です。
　　未登録の方や表示が困難な方は、共済組合が交付する「資
　　格情報通知書」または「資格確認書」をご用意ください。

③　被扶養者でない配偶者、同居する　父母、
　お子さん（小学生以上）は…
　　本人確認ができる以下の身分証明書を準
　備しましょう。

マイナンバーカード・運転免許証・運転経歴証
明書・年金手帳・年金証書・学生証・資格確認書・
子育て支援医療証等（いずれも原本）

フロントでチェッ
クイン時に①～
③を提出・提示
しましょう。

お一人様５,000円の
助成を受けられます。

むつみ荘・うしお荘 保養助成の受け方

フロントでチェッ イン
ク

簡 単 ！

３ 貯金事業
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　組合員が臨時に資金を必要とするときに貸付けを行う事業です。（令和7年４月現在）

区　分 利率（年）

出産費から償還に充当

高額療養費から償還に充当

150月以内

72月以内

120月以内

312月以内
（賞与併用償還の場合は288月以内）

360月以内
（賞与併用償還の場合は288月以内）

120月以内
 （賞与併用償還可）

賞与併用償還可

償還期間

普通貸付

住宅貸付

1.26％

1.26％

0.93％

1.00％

1.26％

無利息

無利息

災害貸付

在宅介護対応住宅貸付

結婚貸付

医療貸付

修学貸付

入学貸付

葬祭貸付

高額医療貸付

出産貸付

特別貸付

出産費又は家族出産費相当額

高額療養費相当額

・給料月額の6倍
　（最高限度額200万円）

・給料月額の6倍
　（最高限度額100万円）

・修業年限を限度として月15万円
　（最高限度額180万円）

・組合員期間1年以上
　（最高限度額1,800万円）
・組合員期間に応じた金額までで、
 最低保証制度あり

・組合員期間1年以上
　（最高限度額300万円）

・組合員期間に応じた金額までで、
 最低保証制度あり
　（最高限度額1,900万円）

・給料月額の6倍
　（最高限度額200万円）

貸付限度額及び条件

　毎月の給料から控除して償還
　毎月の給料と賞与から控除して償還

◆償還方法

　貸付日は月１回、毎月28日(金融機関が休業日の場合は翌営業日)
　貸付けを希望する月の前月25日まで、所属所の共済組合事務担当課を通して、貸付申込書と添付書類
を共済組合に提出してください。
　※　添付書類は、貸付事由ごとに定められています。

◆申込方法

共済貯金を始めませんか 新規加入特典あり
　共済貯金は、給与からの天引きで、知らず知らずのうちにお金が貯まっていきます。
また、利率は年0.65％と市中金融機関と比べても有利です。
※　加入促進キャンペーン期間中、定時積立 3,000 円以上で新規加入された方に「QUO（クオ）カー
　ド500円券1枚」を進呈

妻であることにより遺族年金又は寡婦
年金を受けている人

年金証書の写し及び妻であることを証
明する書類

児童扶養手当法に基づき児童扶養手当
を受けている人（児童の母）

児童扶養手当証書の写し及び母である
ことを証明する書類

身体の不自由な人 身体障害者手帳の写し等

該当者 提出書類

４ 貸付事業



　組合員が日常生活のうえで必要な自動車等の物資を、共済組合が指定契約した業者から店頭販売に
よって購入した場合、その代金を共済組合が業者に支払い、組合員は給料からの天引きによって償還す
る事業です。
　※　物資事業指定業者一覧については、共済組合ホームページをご覧ください。

自動車物資

区　分

・普通、軽自動車
・オートバイ
・自動車部品、修理
　車検費用など

利用品目

年1.2%
（令和7年４月現在）

手数料率

最高限度額
250万円

利用限度額

毎月の給料から天引き
※　利用額に応じ12～72月
※　償還額は、元利均等(毎月同一額
　を償還する)方式で給料から償還
※　毎月の給料からと、賞与2倍、4
　倍併用償還あり

償還方法等

　次のいずれかに該当する場合は、貸付けを受けることはできません。
　・毎月の償還額（他の金融機関から借入れがある場合、その償還額を含みます。）が給料月額の30％を
　　超えるとき
　・期末手当等からの償還額（他の金融機関から借入れがあり、期末手当等から償還がある場合、その償
　　還額を含みます。）を含む年間の償還額が年収の30％を超えるとき

※　利率については、令和7年４月現在です。退職等年金給付の基準利率に応じて変動します。
※　償還額は、元利均等（毎月同一額の償還）方式で給料から控除されます（賞与２倍、３倍併用
　償還あり）。
※　再任用職員や会計年度任用職員等、任期の定めのある職員の貸付金の償還期間は、任期の定め
　る月の範囲内となります。

※　再任用職員や会計年度任用職員等、任期の定めのある職員の立替金の償還期間は、任期の定める月
　の範囲内となります。

◆償還能力審査

○物資事業のしくみ

○物資事業の種類等

所属所

組合員

共済組合⑨償還金払込

①商　談

⑧
償
還
金
控
除

③
購
入
票
交
付

⑥
物
資
代
金
請
求

⑦
立
替
金
送
金

購
入
票

確
認
依
頼

④購入票の提出
⑤物資納入

事業の
しくみ

指定販売店

②
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５ 物資事業

※　共済組合から指定販売店に立替金を送金 (⑦) した翌月から、償還金を控除 (⑧)することになります。



制度名称 主な制度内容

現職中の死亡・高度障害を保障

・所定の悪性新生物（がん）、急性心筋梗塞、脳卒中の
 備えとして、闘病資金を確保
・特約を付加した場合、７大疾病（※）や上皮内新生物
 への補償も準備

・退職後も７１歳まで継続可

・所定の就業障害の場合、最長５年保険金を給付
 （免責９０日）

・精神疾患（所定の精神障害）による就業障害の場合
 も最長５年保険金を給付（免責９０日）

（※　５５～５９歳の場合は、３年が限度）

（※　５５～５９歳の場合は、３年が限度）

・公的障害年金１級、２級の認定（受給権の取得）に
 連動した保障
・死亡、高度障害を保障
・退職後も７０歳まで継続可
 ただし、障害保険金、障害初期給付金は、
 ６４歳までの本人が保障の対象

（※）　３大疾病に加えて、４疾病（重度の糖尿病・重度の高血圧性疾患・慢性
　　腎不全・肝硬変）

・死亡・高度障害を保障
・退職後も７５歳まで継続可

遺族附加年金事業

遺族附加年金
プラスコース

休職サポート
コース

三大疾病給付
コース

給付継続
コース

オ
プ
シ
ョ
ン
制
度

三大疾病のとき

７大疾病や上皮内新生物のとき

［悪性新生物（がん）、急性心筋梗塞、脳卒中］

［特約を付加した場合］

遺族附加年金事業内容の充実
退職後の継続保障

公的障害年金の補完事業
退職後の継続保障

公的遺族年金の補完事業

病気やケガによる長期休職時
の生活補償

事業の趣旨

4月に新規採用された組合員を中心に中途加入の募集を行います。
保険期間：11月１日～翌年３月31日（以後、１年ごとに更新）
募集方法：６～７月に委託先保険会社の担当者がご案内します。

○遺族附加年金事業

◆加入コース
　遺族附加年金事業は、保障内容に応じてコースを選択できます。
　オプション制度については、保険金額に応じたコースを選択できますが、加入は遺族附加年金事
業の本体に加入している方に限ります。
◆保険期間
　毎年４月１日から翌年３月３１日までの１年間（以降、１年更新）
　※　毎年収支計算を行い、剰余金が生じた場合は配当金としてお返しします。
◆加入申込み
　毎年１１月（新規加入、既加入者の内容変更可）
◆中途加入
　新規採用職員等の未加入者が対象
　保 険 期 間：毎年１１月から翌年３月３１日（以降、４月から１年更新）　　　
　加入申込み：毎年７月
◆保険料の払込み
　毎月の給料・賞与から控除して払込み

　加入者に在職中、万一のこと（死亡又は高度障害）があった場合、遺族附加年金を支給することに
より公的遺族年金を補完し、残されたご家族の生活を守ることを目的とした事業です。
　共済組合が独自に保険会社と契約している新・団体定期保険のため、スケールメリットを活かした
お手頃な保険料で保障が得られます。
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６ 福祉年金事業
短期組合員は、長期（年金）給付事業の適用外のため、福祉年金事業の新規加入はできません。



Ⅷ 共済組合・互助会事業への手続等

　共済組合の各事業への各種手続や申込みは、各所属所（市町村等）の総務課などが共済組合の事務
担当課となっています。
　申込みの様式等は、共済組合のホームページからダウンロードできますが、申込み内容によっては、
所属所の証明印が必要な場合もありますので、詳しくは所属所の共済組合事務担当課又は共済組合に
お問い合わせください。

　　山形市松波４丁目１－１５（山形県自治会館５階）
　　山形県市町村職員共済組合　TEL023-622-5680

○積立年金事業

　　公的年金の支給開始年齢は、原則として６５歳からです。
　　積立年金事業は、毎月の給料等から積立を行い、退職後に積立金を年金として受け取ることにより、
　公的年金支給までの期間の生活安定を図ることを目的とした事業です。
　◆積立方法
　・毎月の給料から一定額を控除して積立
　　１口1,000円で、２口2,000円以上 ５０口50,000円まで
　・賞与から一定額を控除して積立
　　１口10,000円で、１口10,000円以上 ５０口500,000円まで
　◆制度の内容

事業種類 保険料所得控除

一般生命保険料控除対象

個人年金保険料控除対象

一般型

個年型

積立金を、年金方式で10年間受け
取ることができます。
10年間均等で受取る定額型と、1
～5年目の受給額を倍にする前厚
型の選択ができます。

積立金を、年金方式で5年間受け取
ることができます。

10年確定年金
定額型又は１～5年厚型

5年確定年金

事　業　内　容
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共済組合（互助会）ホームページをご活用ください

広報紙「共済だより　やまがた」ご覧ください

URL  https://www.ctvkyosai-yamagata.or.jp

・団体共通ID    a0001000
・パスワード      xovy5257

山形県市町村職員共済組合

　当組合の広報紙「共済だより　やまがた」は、
事業内容等の情報提供として発行し、組合員に配
付しています。

　発行月：２・４・６・８・１０・１２（年６回）

　制度の説明やセミナー等の開催状況、各係から
のインフォメーション、保養所の季節ごとのイベ
ント等、様々な分野の情報を多数掲載しています。
　ぜひ、ご家族でご覧ください。

【遺族附加年金事業／積立年金事業】

　ホームページ内の一部のページ及び以
下のリンク先のページを閲覧するには、
ID・パスワードの入力が必要です。

　　の箇所を閲覧する場合　
・ユーザ ID
　当組合の保険者番号　　（８桁） 
・パスワード
　yamagata

　共済組合の仕組みや各種事業
についてご覧いただけます。

　出産したときやけがをしたと
きなど、状況に合わせて共済事
業を掲載しています。

　その他にも、「共済だより」の
バックナンバー、共済組合へ提
出する申請書類、健康に関する
コラム等を掲載しています。

※　申請書類については、ご自
身が所属する職場の担当者を通
して提出する書類もありますの
で、詳しくは所属所の共済組合
事務担当課にご確認ください。

　当組合のホームページには、共済組合の事業内容や組
合員とその家族の生活をサポートする様々な情報を掲載
しています。
　ぜひご活用ください。


